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Ⅰ．はじめに

近年、ソーシャル・キャピタル１（Social
Capital、以下 SCと記す。）に関する研究が、
経済学や経営学、社会学をはじめとする多分野
において活発化しており、その論証は国際機関
や国家政府の政策根拠としても採用されるに
至っている２。SCの定義については後に詳しく
検証するが、先行研究を概観する限り、個人的
および社会的組織において存在し、協調行為を
可能にし得る信頼・規範・ネットワークなどを
構成要素とした関係上に関わる概念と言い表せ
よう。
この SCの影響力について、例えばウール

コックは、経済発展と関連づけて、社会理論と
経済発展、家族及び若者の行動、スクーリング
と教育、コミュニティ生活、仕事と組織、民主
主義とガバナンス、集合的行為の問題の７つに
分類し、その広範性を示している（Woolcock,
M．：１９９８）。また、世界銀行は、SCと関連性
が深くかつ影響力の強い問題として、「犯罪と
暴力、経済と貿易、教育、環境、財政、保健、
栄養と人口、情報技術、貧困と経済発展、農村
開発、都市開発、水供給および衛生」３をあげて
いる。さらに、わが国においても、完全失業

率、刑法犯認知件数、合計特殊出生率、平均寿
命、事業所新規開業率との相関性から、SCの
醸成を重視した報告（内閣府国民生活局編：
２００３）や、健康に関する地域差を SCの視点か
ら考察したもの（市田：２００７）、農山村や中山
間地域の現状に立脚した研究・提言（岩崎：
２００５、上野：２００７、農林水産省：２００７４など）
などにみられるとおり、国政レベルを含んだ広
範囲にわたっての研究が行われており、今やわ
れわれ住民生活の保障・安全やQOLの向上、
地域再生の試金石として期待されるまでになっ
ている。
このように SC論は、学際的にそして国政レ

ベルにおいてもその効用・効果が概ね肯定的に
展開されている現状にあるが、同様の期待は、
わが国の福祉領域においてもうかがうことがで
きる。例えば、野口は伝統的な互酬のしくみ
を、新たな市民活動やNPO組織に結合させ、
現代的な市場経済のなかでも機能するように制
度化していくといった発想から、地域福祉にお
ける SCを重視している（野口：２００５、２００７な
ど）。また、佐々木は SCを「人間関係ネット
ワーク」と概念規定し、高齢者福祉政策への有
効性について追求した（佐々木：２００７）。さら
に、所は地域福祉における介入の側面に焦点を
あて、地域福祉と SCの関係性について理論的

Bulletin of Beppu University Junior College，２９（２０１０）

― ３９ ―



な接近を試み、資源としての考え方を示してい
る（所：２００７）。
一方、筆者は一般的に定説化しつつある「SC

の豊富化＝地域福祉の向上」といった捉え方が、
必ずしも妥当とはいえないことを提示し（拙
稿：２００７）、また、「橋渡し型」SCの効用に比
べ、性質に課題性が多いと集約されがちな「結
束型」SCの有効性について検討を行った（拙
稿：２００８）。これら筆者の研究からは、今日の
地域福祉論のみならず多くの専門領域において
定着しつつある SC論の効果的側面の文脈とは
異なる見解が示されたが５、これは、SCが「よ
くいえば柔軟性がある概念」６であるがゆえに、
各分野の専門性において詳しく精査されないま
ま用いられていることの証左と捉えられよう７。
各専門分野においての SCに内在する可能性

や課題性、展望や限界、さらには分析方法や価
値などに対する評価は果たして同じなのであろ
うか。昨今の SC論が学際的論議の対象とな
り、いささかセンセーショナルな取り扱われ方
がされている現状も相俟ってか、各領域からの
専門的視点による SCに対しての議論・追求
は、前述したとおりいささか希薄になっている
のではないかと感じられる。今日の SC論に
は、それぞれの立場からの精査研究と、それら
を互いに送受しあっての専門分野への適応性と
学際的共有性に関する検証が要請されているの
ではないかと思われる。このようなプロセスに
よって得られた知見の構築により、SC論の学
際的な価値は厚みを増していくものと考えられ
る。
以上のような問題意識から、本稿では、地域

福祉をフィールドにして SC論との関係性につ
いて考察する。その延長線上には、今日の地域
福祉の推進に関する新たな方法を導き出す手が
かりがあるものと考える。
研究方法として、まず SCが今日の地域福祉

にどのような示唆を与えるかを念頭におきなが
ら、これまでの SCに関する概念および定義、
類型等について概観する。そのうえで、現段階
で考えられる地域福祉と SC論の接点や援用に
向けての可能性等について明らかにしたい。

Ⅱ．これまでのSC研究

１．定義・概念の流れ
SC の定義および概念については、実にさま

ざまな捉え方がある。その中において、１９９３年
に発表されたパットナムの論文（Putnam：
１９９３、河田訳：２００１）は、その後の SC論の展
開に大きなインパクトを与えた。これまでの
SC論の流れをみてみると、各論者による理論
の特徴は、このパットナムの研究以前と以降期
に分けて論じることができる。ここでは、図表
１にそれらの定義・概要を提示しつつ、各論者
による理論背景や問題意識等について概観し、
地域福祉論と SCの関係性に関する論証の足が
かりとしたい。

⑴ パットナムに至るまでの研究
まず、SCの概念を最初に示したのは、アメ

リカ合衆国ウェスト・ヴァージニア州の教育長
であり社会改良家でもあったハニファンである
といわれる。彼は、農村コミュニティの自治や
教育の発展に寄与する概念として SCに着目
し、資源としてのその蓄積を重視した（Hani-
fan, L．：１９１６）。ここでの資本とは通常の意味
とは異なり、善意（good will）、仲間意識（fel-
lowship）、共感（sympathy）、社会的交流（so-
cial intercourse）を意図しており、それは社会
を構成する個人や家族間に生じるものとされて
いる。また、このような資本が欠落した状態で
は、地域づくり、とりわけ教育活動は遅々とし
て進まないと主張している。そして彼は、農村
コミュニティにおける SCを醸成するための機
関としてコミュニティ・センターの存在を重視
している。こうしたハニファンの論考は、現在
の SCの考え方と基本的には同じであり、その
意味では今日の SC論の礎を築いたといえよう
が、当時 SC論が広く世に示されることはな
かった。
また、アメリカ合衆国の都市研究者である

ジェイコブスは、都市部における再開発が進行
する中、地域における隣人関係などの社会的
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ネットワークを SCと表現し、その機能を重視
している（Jacobs：１９６１）。ジェイコブスは、
近隣におけるネットワークはある種の集積性を
帯びながら永続すると述べており、これこそが
SCであると捉えている。以上、ハニファン、
ジェイコブス両者の研究からみても、初期に位
置づけられる SCの研究は、主としてコミュニ
ティに着目したものであったといえよう。
一方、ロウリー、ブルデュー、コールマン

は、コミュニティではなく個人に着目して SC
論を展開した。アメリカの経済学者ロウリー
は、人種間の所得格差を問題背景に、人的資本
の獲得過程が人種間で異なることに着眼し SC
を説明した（Loury, G.C：１９７７）。ロウリーは、
SCを人的資源を発展させる個人の資源として
捉えているが、それは誰にでも等しく機能する
ものではなく、特定の人々にとって有用である
点を指摘している。
さらに、フランスの社会学者ブルデューは、

人間の日常的かつ現実的なコミュニケーション

活動に注目し、その円滑化のための資本のひと
つとして SCを定義している（Bourdieu, P：
１９８６）。ブルデューは、資本を個人の属性に強
く依拠するものと捉えており、それらの多様な
資本関係が個人の社会的地位や自己実現のあり
ようを左右していくと考えた。
そして、アメリカ合衆国の社会学者コールマ

ンは、SCを社会における人々の結びつきを強
める機能と捉え、社会的ネットワークや信頼、
互酬性の存在を重視した。彼は、SCは見えに
くいものであり、小規模で閉ざされた関係の中
で蓄積されていくものとしている。そして、
SCを社会構造の単なる要素として関係性のみ
を捉えるのではなく、個人にとっての資源とし
て捉える必要性を主張している（Coleman, J．：
１９９０）。このコールマンの重視や指摘は、その
後のパットナムの理論の展開にも大きな影響を
与えることになる。

時期／着目 研究者・機関 年 定 義・概 要

パ

ッ

ト

ナ

ム

以

前

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

ハニファン
（Hanifan, L．） １９１６

自治のためのコミュニティ発展のためには「SC（善意、仲間
意識、相互の共感、社会的交流）」の蓄積が必要であり、その
ための投資も必要である。

ジェイコブス
（Jacobs） １９６１

建築学・都市社会学的な視点から、都市開発などの問題を提起
し、近代都市における隣人関係など社会的ネットワークを SC
と表現し、その重要性を強調した。

個

人

ロウリー
（Loury, G.C．） １９７７

アメリカにおいて、白人と有色人種を比較した場合、白人のほ
うが産まれた時点においてすでに人的資本獲得に有利な環境に
あり、このような利点を指摘し、その利点を SCとした。

ブルデュー
（Bourdieu, P） １９８６

「多かれ少なかれ制度化された相互面識および相互承認の持続
的ネットワークの所有、あるいはいいかえると、全体で所有す
る資本の支援を各メンバーに提供するような集団のメンバー間
に結びついた現実的・潜在的資源の総体」（当人に何らかの利
益をもたらす形で社会化された人間関係の総体であり、たとえ
ば「人脈」や「コネ」、「顔の広さ」といったもの）。

コールマン
（Coleman, J．） １９９０

SCとは社会構造のある局面から構成されるものであり、その
構造の中に含まれている個人に対しある特定の行為を促進する
ような機能をもっているもの。

ロバート・パットナム
（Putnam. Robert D．） １９９３ 「協調的行動を容易にすることにより社会の効率を改善しうる

信頼、規範、ネットワークなどの社会的仕組みの特徴」

図表１ SCに関する主な定義・概要
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⑵ パットナムおよびその以降の研究
パットナムは、コールマンの理論に傾倒しつ

つも、概念的な説明にとどまらず、実社会にお
いての SCの量測定を試み、その有効性を実証
しようとした。彼は、１９７０年から１９９０年におけ
るイタリア北部と南部の地域経済と地方行政の
格差の要因を SCの多寡の差によるものと結論
づけた。そして、SCが豊富に蓄積されている
社会は、社会全体の「市民社会度（civicness）」
が高くなるとし、経済的にも豊かな社会である
とした。このように、コールマンとパットナム
の最大の相違点は、前者は個人に着目して SC
を捉えたのに対し、後者は社会的ありようを計
測的対象として捉え、その豊富化が社会発展の
基盤となり利益をもたらすと考えたところにあ
る。
パットナムの研究を契機に、SC論をめぐる

研究は多角的に行われるようになった。それま
での研究は、SCの捉え方を認知的なもの（善
意や価値観など人々の内面に関するもので、見

えづらく計測が困難なもの）から、構造的なも
の（確立された役割や社会組織等に関するもの
で、外から形がわかりやすく計測も比較的可能
なもの）へと次第に変化してきており、また、
その着目もコミュニティから個人へ変移してき
たといえる（図表２）。しかし、パットナムに
よりコミュニティへの着目に帰着しつつも、信
頼、規範、ネットワークといった、本質的には
認知的にも構造的にも捉えられる概念を用いて
の説明により、SC論の適用範囲は拡大され、
学際的にも幅広く援用されるようになってきて
いる。図表１及び図表２下底部に示したとお
り、パットナム以降の研究は、それぞれの論者
が鍵となる概念（信頼、ネットワーク、資源等）
をベースに理論を展開したところにその特徴を
もつ。このことは、上述したとおり SC論の多
分野での登場を可能にし、その範囲を加速的に
拡大させる要因となったが、その反面、SC論
の概念や価値などを曖昧なものにし、万能薬的
な位置づけに対しての批判をもたらす結果にも

パ

ッ

ト

ナ

ム

以

降

信

頼

フクヤマ
（Fukuyama, F．） １９９５

「信頼（コミュニティの他のメンバーが、共有され規範に
もとづいて、規則正しい、正直な、そして協調的な行動を
とると考えられるようなコミュニティにおいて生じる期
待）が広くゆきわたることから生じる社会の能力」

アスレイナー
（Uslaner, M. E．） ２００２

SCの根底にある信頼を「普遍化信頼（見知らぬ人でも信
頼できる）」と「特定化信頼（特定の人・集団に対する信
頼）」分けて説明。

N

W

ウールコック
（Woolcock, M．） ２０００ 「SCとは協調行動を容易にさせる規範・ネットワークで

ある」

OECD ２００１ 「グループ内ないしはグループ間の協力を容易にさせる規
範・価値観・理解の共有を伴ったネットワーク」

資

源

クート
（Couto, R） １９９９

「人々を、労働力の中で占める彼らの経済的役割および地
位にもとづく価値とは別に、コミュニティのメンバーとし
て再生するために投資される資源」

ウェイン・ベーカー
（Baker, W） ２０００ 「個人的なネットワークやビジネスのネットワークから得

られる資源」
ナン・リン
（Nan Lin） ２００１ 「特定目的の行為においてアクセスされたり、活用される

社会構造のなかに埋め込まれた資源」
ロナルド・バート
（Ronald Burt） ２００５ 「関係構造における個人の位置づけによって創造される利

点」

稲葉陽二 ２００８ 「心の外部性を伴った社会における信頼・規範・ネット
ワーク」

※NW：ネットワーク
注：内閣府国民生活局編（２００３）、宮川・大守編（２００４）、東（２００８）を参考に筆者作成。
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認認知的 SC 

        

ラウリー（1977）         ハニファン（1916） 

ブルデュー（1986）        J. ジェイコブス（1961） 

個人への着目                            ｺﾐｭﾆﾃｨへの着目

                     ※パットナム以降 

           コールマン（1990）        （定義・概念等の広角・拡散化に拍車） 

      

 

構造的 SC    

 

 

 

 

 

 

横軸（コミュニティ・個人へ

の着目）及び縦軸（認知的・構

造的 SC）にとらわれず、鍵概

念をベースに定義化 

「信頼」論 

フクヤマ（1995） 

アスレイナー（2002） 

ロナルド・バート（2005） 

「ネットワーク」論 

ウールコック（2000） 

OECD（2001） 

「資源」論 

クート（1999） 

ウェイン・ベーカー（2000） 

ナン・リン（2001） 

パットナム

（1993） 

つながったといえよう。
こうして、課題を含みつつも一定の経過をみ

た SC論は、その後理論提示にとどまることな

く、国際的な機関においての戦略としても援用
されるようになる。

⑶ 国際機関による援用
まず、OECDでは SCを「集団の内部もしく

は集団間で、協力を促進するような共有された
規範、価値、理解をともなったネットワーク」
（OECD：２００１）と定義し、人間関係のネット
ワークとその出力を重視している。これまでの
開発がGDPや経済的側面の成長に偏りをみせ
て展開されていたことに対し、OECDでは、
人間的福利に着想している点が特徴といえる。
ここでの SCは、人間のwell-being の向上に不
可欠な基本的要素と位置づけられている。
また、世界銀行は、１９９６年にワーキンググ

ループ「社会関係資本イニシアティブ（Social
Capital Initiative、以下、SCI と記す。）」を組
織化し、開発援助の立場から議論を行ってい
る。SCI では、SCを「社会の内部的および文
化的結束性、人々の間の相互作用を左右する規
範および価値、そして人々が組み込まれている
諸制度を意味する。ソーシャル・キャピタルは
社会を結束させる接着剤であり、それなしには
経済的成長も人間の福祉もあり得ないものであ
る」８と広義的に定義し、SCをパットナムらが
提示した水平的なネットワークにとどめること
なく、垂直的な関係もその範疇とした。さらに

図表２ SC論の流れ
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ここでは、「政府や法などのフォーマルな社会
構造・社会制度も、さまざまな規模や目的の
ネットワークも、政治的自由といった価値観に
かかわるものも、非市場的な制度・構造はすべ
て」９ SC として位置づけられている。SCI の捉
え方は、その研究メンバーであったグルーター
とファン・バステラーによる「ミクロ」、「マク
ロ」及び「構造的」、「認知的」の４つにより構
成される分類１０（Grootaert, C and T. van
Bastelaer eds．：２００２）に依拠したものとい
えるが、これは SCの多様的側面性を示すもの
とも捉えられよう。
最後に、国際協力機構（JICA）（以下、JICA

と記す。）は、ナラヤンとウールコックが提唱
した類型、すなわち bonding、bridging、link-
ing をめぐる議論（World Bank：２０００）とエバ
ンスによる「政府と社会のシナジー」（state-
society synergy）の議論（P. Evans：１９９７）の
２つを根拠とした見解を示している。前者は、
「コミュニティ内における人々の結束を強める
（bonding）ものだけでなく、コミュニティと
コミュニティとのつながりを助ける（bridging）
ものや、コミュニティと政府といった垂直的な
関係にある組織・制度とのつながりを強化する
（linking）もの」１１も SCの範疇に入れるべきと
いう議論を展開している。一方後者は、政府・
行政とコミュニティとの間に築かれるシナジー
（協働）関係が、開発促進に貢献するというも
のであり、SCの存在と活用によりシナジー関
係が構築されていくというものである１２。JICA
の見解は両者を融合し、シナジー関係そのもの
を行政とコミュニティ間の bridging SC と位置
づける。そして、それには、「行政の能力強化
（『トップダウン』）とコミュニティの組織強化
（『ボトムアップ』）をともに行うと同時に、行
政とコミュニティの間の『ファシリテーター』
『カタリスト』となるNGOへの支援を行うこ
とにより、シナジー構築の契機を作りその過程
を円滑に進められる」１３ことが期待されている。
以上、国際機関においての議論からは以下の

ことがいえる。まず、SC論をめぐっての福祉
への言及に関してである。SCI では、人間の福

祉の成立根拠として SCを捉えているほか、特
にOECDでは、経済的well-being よりも広い
概念として人間のwell-being を位置づけ、その
実現を最大目標に SC論を展開している。この
ように、今日の SC論には、福祉の実現という
コンテクストが基底に据えられているといって
よいであろう。
また、SCの範疇をめぐっては、パットナム

により総括された水平的なネットワークにとど
まることなく、今日では、垂直的なネットワー
ク、さらには組織・制度とのつながりや、行政
や関連機関との関係のありようをも含まれるよ
うになっている。
最後に、SCの構造的側面と認知的側面とい

う捉え方も、理論と実践の結び付きのうえで
は、重要な意味をもってくるものと思われる。
これまでもみてきたように、ともすれば、これ
までの概念提示が、「信頼」、「規範」「ネット
ワーク」等といったキーワードで一括され、拡
大的に適合・解釈されやすい SC論であった
が、両側面による捉え方をベースに今後検証さ
れることにより、狭義の SC概念の明示が可能
となるのではないかと思われる。

⑷ わが国での動向
わが国においては、相次ぐ内閣府の調査

（２００３、２００５）による「ソーシャル・キャピタ
ルの醸成と市民活動の活性化には、互いに他を
高めていくような関係がある可能性」、「ソー
シャル・キャピタルは大都市で低く、地方で高
い」等の分析を発端に、その後各省庁における
市民活動や地域経済・地域社会、防犯防止分野
等での研究において SCとの関係性が検討され
るようになった。なかでも、２００５年に閣議決定
された「地域再生基本方針」では、地域の SC
を活性化するための人づくりやネットワークづ
くりの重要性が明記され、その後の関係府省閣
僚会合（２００７年）において決定された「地域活
性化政策体系」に影響を及ぼした。また、続い
てその政策メニューを体系化した「地域再生総
合プログラム」（同年）でも、SCの再生・活用
を内容とした「地域のつながり再生プログラム」
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が重点項目の一つとしてあげられている。
農林水産省においても、２００６年に「農村にお

けるソーシャル・キャピタル研究会」を発足さ
せ、農村における SCの現状や政策のあり方等
について検討した。「２１世紀新農政２００７」にも、
重点課題の一つである「農山漁村の活性化」に
おいて、「農山漁村における豊かな人間関係と
社会的つながりの維持・再生に向けた新たな政
策手法を検討する」ことが盛り込まれた１４。
さらに地方公共団体では、北海道が２００５年度

アカデミー政策研究「ソーシャル・キャピタル
の醸成と地域力の向上―信頼の絆で支える北海
道―」において、SCを地域による課題解決力
＝「地域力」と位置付け、地域力向上に向けた
取り組みを行っている。また、滋賀県では、
２００６年の「しがの農業・水産新戦略プラン」に
おいて、中心的戦略のひとつに「農村における
人とひととの絆（ソーシャル・キャピタル）の
向上」を掲げている。
以上のように、わが国においての政策的側面

においても SCへの関心は高まりをみせてい
る１５。

Ⅲ．考察 ― 地域福祉とSC論の接点

１．両者の関係
伝統的にわが国では、農村を中心として「結

い」や「講」などによる相互扶助が行われてい
たのは周知のとおりである。明治後期になっ
て、近代産業が勃興し、資本主義社会の発展と
ともに、貧富の差が拡がりをみせると慈善事業
や社会事業が行われるようになり、地域の組織
化の試みもみられるようになった。この地域組
織化活動１６は、その後のわが国における地域福

祉推進のための主要な方策として位置付けられ
ることになるが、その際の基本理念として中心
に据えられたのが「住民主体の原則」１７である。
ここでいう住民とは「その土地に住んでいる人」
（＝住民）よりも、「公共空間の形成に自律的・
自発的に参加する人々（citizen）」（＝市民）と
解釈されよう１８。つまり地域福祉における住民
には、ただ単に「その土地に住んでいる人」に
とどまらない、市民としての主体性をもった地
域づくりの担い手としての役割が求められてい
るといえる。そしてさらに、地域福祉と住民の
関係は、地域福祉は住民の市民的な主体性を促
進し、さらにその住民は地域福祉を促進すると
いう相関関係にある１９。
前節で述べたとおりパットナムは、SCが豊

富に蓄積されている社会では、社会全体の「市
民社会度（civicness）」が高くなると説明した。
このことから、まず豊富な SCの蓄積は、住民
の自律性や自発性（市民的主体性）の高まりを
みせるというセオリーが理論上成立する。そし
て、そのような住民と地域福祉促進の相関関係
から、SCは地域福祉の促進には欠かすことの
できない根本的要素として捉えられよう。さら
に、SCの醸成と市民活動活性化との相乗効果
について言及した内閣府等の分析から、ここで
は、住民の市民的主体性の促進による SCのさ
らなる蓄積への貢献も指摘できる（図表３参
照）２０。

２．地域福祉へのSC研究の援用
パットナムは、SCを「協調的行動を容易に

することにより社会の効率を改善しうる信頼、
規範、ネットワークなどの社会的仕組みの特
徴」２１と定義づけた。前項での結論から、ここで

図表３ 地域福祉とSCの関係
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の信頼、規範、ネットワークなどは、地域福祉
の重要な要素であり、そのありようは地域福祉
の推進に少なからず影響を及ぼすといえる。
パットナムによる研究以来、SCに関しては、

その状況を指数化して定量的に把握することに
重点をおく。例えば、これまでも SCの豊富化
が地域の防犯につながり、出生率やボランティ
アへの参加率を高めるといった結果が計測によ
り示されている２２。地域福祉における SCの指
数化による把握は、当分野において新しい方法
論を生みだす契機になると思われる。元来、地
域福祉の推進は、小地域においてそれぞれの地
域の実情に適応した方法により行われることに
よって、その効果が期待できるものと考えられ
るが、一部を除き多くの推進機関では地域の状
況を詳細に把握するすべを知らず、市町村等を
単位として画一的なサービスが行われてきたと
言わざるをえない。地域の社会関係のありよう
を定量的に把握することは、地域資源について
詳細に把握することにもつながり、そのことは
それぞれの地域に応じた制度設計や援助方法の
考案・実施にも結びつくものと期待できる。
また、JICAによる SCの linking としての役

割（コミュニティと政府といった垂直的な関係
にある組織・制度とのつながり・関係性の強
化）の提示は、わが国の地域福祉における SC
の役割、具体的には、地域福祉政策のあり方を
追求する装置としての SCの役割を示唆するも
のとしても捉えられよう。

Ⅳ．おわりに

パットナムの着想は極めてシンプルであっ
た。「民主的な政府がうまくいったり、また逆
に失敗したりするのはなぜか。」（Putnam：
１９９３＜河田訳：２００１，p．３＞）である。パット
ナムは、１９７０年代にイタリアで実施した調査か
ら、イタリア北部の州の制度パフォーマンスの
高さと、南部の州の低さに着目した。彼はさら
に調査を重ねて、北部の州では社会的信頼が高
く、連帯・参加・統合の価値観が根付き、結社
への参加が高く、効果的な制度が存在しており

（水平的ネットワークの広がり）、一方南部の
州では、社会的信頼が低く、規則や無気力感・
疎外感に覆われ、制度の効率が悪く腐敗も横行
している（垂直的なネットワークの支配）こと
を分析し SC概念を導き出した。
筆者は、かつて大分県旧宇目町（現佐伯市）

の社会福祉協議会にて、福祉サービスの実施担
当者としての経験をもつが、そこでの高齢者を
対象とした「ふれあい・いきいきサロン」の運

・・・・・・・・・・・・営が、地域によってうまくいったり、また逆に
・・・・・・・・・・・・失敗したりするのはなぜか、疑問を抱き続けて
いた。パットナムと筆者の着想とでは、そのス
ケールがあまりにも違いすぎることは十分に自
覚しつつも、あえて憫笑を買うことを恐れずに
言えば、地域福祉を実践するにあたっての筆者
なりのこの疑問が SC論への追究の契機となっ
たことは間違いない。今後、地域福祉分野にお
いて SC論にさらに踏み込んで検討を重ねるこ
とにより、地域福祉の方法論について、いくら
かの貢献ができるのではないかと考えている。
さて、本稿では JICAでの見解をもとに、地

域福祉政策のあり方を追求する装置としての
SCの役割を示唆したが、筆者は SCに関して
その豊富化がなされても、それがそれのみを
もって住民の要求を吸い上げ、政策に働きかけ
る効果的なパワーとなるとは限らないのではな
いかと考えている。その意味で、図表３で示し
た関係図のそれぞれの段階においては、地域福
祉の推進機関（担い手）、とりわけ公的機関に
よる一定の支援や介入が不可欠であると考えて
いる。そのあり方や具体的な支援方法について
は、今後積極的に追求していきたい。
昨今、厚生労働省による研究会にて「新たな

支えあい」をキーワードに、地域福祉のあり方
に関する新しい方向性が示された２３。そこでは、
「住民が地域の生活課題に対する問題意識を共
有し、解決のために協働することは、地域での
人々のつながりを強化、地域の活性化につなが
ることが期待され、その意味で、地域福祉は、
地域社会を再生する軸となりうる」２４とされてい
る。人々のつながりが強化されることにより、
現代の地域福祉は向上的変化を遂げ得るのか、
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筆者の今後の研究課題としたい。

本稿は、平成２０-２１年度日本学術振興会科学研
究費補助金（挑戦的萌芽研究、研究課題名：
「ソーシャル・キャピタル論導入による地域福
祉の展開方法に関する研究」、課題番号：
２０６５３０３７、研究代表者：山村靖彦）の助成を受
けて行った研究成果の一部である。

註

１ ソーシャル・キャピタルを直訳すると、「社会資
本」ということになろうが、日本語で社会資本と

いうと、道路、橋梁、空港、港湾などのハードの
インフラ（社会基盤＝社会的間接資本：social over-
head capital）を指すのが一般的である。また、先
行研究から、「社会関係資本」、「人間関係資本」、
「市民社会資本」といった意訳も導き出されるが、
いずれも定着するに至っていない。したがって本
稿では、「ソーシャル・キャピタル（SC）」という
表現をそのまま用いることにする。

２ 例えば、世界銀行のソーシャル・キャピタル・イ
ニシアティブ（SCI）、経済協力開発機構（OECD）、
国際協力機構（JICA）、イギリス内務省及び国際開
発省、アイルランド国家経済社会フォーラム（Na-
tional Economic and Social Forum：NESF）など
において研究・提言がなされている。それらにつ
いては、内閣府国民生活局編（２００３）、金光（２００３）、
宮川・大守編（２００４）、坂田（２００４）、東（２００８）

を参照。
３ 宮川公男・大守隆編（２００４）「序文」参照。
４ 農林水産省ホームページ「『農村におけるソーシャ
ル・キャピタル研究会』とりまとめについて」参
照。http://www.maff.go.jp/j/press／２００７／２００７０６２９
press_９．html（２００９年１０月２９日確認。）

５ SCの批判については、例えば経済学で用いられる
ところの「資本（capital）」としての性質を備えて
いるのかといったものや、社会活動を通してそれ
が蓄積され、再利用されるというメカニズムが明
確ではないこと、「資本」というからには蓄積度合
いの計測が必要となるが、極めて曖昧にしかされ
ていないなど、伝統的学問からの指摘も多い。

６ 所（２００７）、p．１１。
７ 同様にポーテスも「ソーシャル・キャピタルはあ
まりにも多くの事象に対して、かつあまりにも多

くの異なったコンテクストの中で用いられるため
に、明確な意味を失ってしまうということになり
つつある」（Portes, A．：１９９８、宮川公男・大守隆
編《２００４》「序文」参照。）と述べている。

８ 宮川・大守編（２００４）p．３４。
９ 佐藤編（２００１）p．１７。
１０ 坂田（２００４）pp．１６５～１６６参照。ここでの「ミクロ」

とは、コミュニティや地方レベル、「マクロ」とは、
国家や国境を越える地域レベル、「構造的 SC」と
は、ネットワークや確立された役割、社会組織、
「認知的 SC」とは、人々の内面に関するもので、
規範、価値観、信条等と説明される。ちなみに、
「構造的ソーシャル・キャピタルは認知的ソー
シャル・キャピタルの存在ゆえに維持され、一方、
認知的ソーシャル・キャピタルは構造的ソーシャ
ル・キャピタルにより強化、再生産されている」

（同：p．１６５）とされる。
１１ 坂田（２００４）、p．１７０。
１２ これについては、以下の説明が分かりやすい。「政

府・行政が、参加型開発プロジェクトを実施する
ことを通して、コミュニティ内のソーシャル・
キャピタルが醸成される。そうなれば、コミュニ
ティ内の人的・物的資源を開発事業のために効率
よく動員することができる。一方住民側も、コ
ミュニティのソーシャル・キャピタルが増加する
ことにより『市民社会度』が高まり、社会全体と
して政府・行政に対するより良い生活の質のため
の監視や要求といった働きかけを行う能力が増す。
このように相互に働きかけができる関係を築くこ
とで、コミュニティの開発を促進することができ

るのである。」（同上２００４：p．１７１）
１３ 同上（２００４）、p．１７２。
１４ 註４で示したホームページ参照。
１５ その他、日本総合研究所（２００８）による報告書は、

定量分析をもとに SCに関する政策のガイドライン
作成を試みており大いに参考となる。また、稲葉
による研究（２００７、編著２００８）は、理論、実践（定
量的把握）および分析等について示唆に富む。

１６ わが国では、コミュニティ・オーガニゼーション
の実践として、１９５９年から保健福祉地区組織活動
が始まった。その後、地域組織化活動は社会福祉
協議会を中心として展開されることになる。なお、
地域組織化活動論および社会福祉協議会論を論じ
たものには、永田（１９８１）がある。

１７ 例えば、社会福祉協議会基本要項（１９６２年）では、
「住民主体」が社会福祉協議会の組織化活動原則
として規定された。

１８ 『広辞苑（第６版）』（２００８）、岩波書店、参照。
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１９ 社会福祉士養成講座編集委員会編（２００９）、p１５０。
２０ ただし、この場合筆者は、SCの蓄積と住民の市民

的主体性の促進との関係、さらにこれらとその先
の地域福祉の促進との関係においては、市民や機
関による協働的な働きかけが必要と考えている。
とりわけ、行政機関による一定の支援や介入は不
可欠であると考えている。

２１ Putnam. Robert D．（１９９３）、図表１参照。
２２ わが国での代表的なものとしては、内閣府（２００３、

２００５）や日本総合研究所（２００８）などがある。
２３ これからの地域福祉のあり方に関する研究会報告

（２００８）。
２４ 同上、pp．５１-５２。
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